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1. 2023年は内需が牽引、通期で 4%の経済成長の見込み 

トルコの実質 GDP成長率は、2023年第 3四半期は前年比 5.9％と堅調であり（図 1）、

IMFの世界経済見通しによると、2023 年通期では 4％、2024 年は 3％の成長が見込まれ

ている。四半期別の実質 GDP成長率の動向をみると、2022 年の第 4四半期以降、外需

（純輸出）が弱い一方で、内需である民間消費が成長を牽引しており、2023 年第 1四半

期以降は総固定資本形成も拡大した。 

トルコでは高インフレが続いており、2023 年 11月の消費者物価上昇率は 62%となっ

ているが（図 2）、政策金利は 40％と実質的なマイナス金利下にある。家計の所得につ

いてみると、政府が高インフレに対応するため最低賃金を大幅に引き上げる対応を行っ

ていることもあり、2021 年後半以降名目賃金は急上昇を続けている。実質ベースでは、

インフレが加速した 2022 年には前年比マイナスとなる場面があったが、2023 年前半に

かけて実質ベースでも増加した（図 3）。失業率も低下傾向にあり（図 4）、インフレを

大幅に上回る賃金上昇により実質賃金も上昇、家計の実質的な所得は増加している。ま

た、トルコ中央銀行（以下、中銀）のレポートによれば、2023年上半期の個人ローンは、

主にクレジットカードの利用増加を主因として 40％増加しており、実質的なマイナス

金利下で家計は短期借入も増やしているなど、消費が旺盛であることが伺える。 
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図１：実質 GDP 成長率          図 2: 消費者物価上昇率 

  

（資料）トルコ中央銀行データより国際通貨研究所作成      （資料）トルコ中央銀行データより国際通貨研究所作成 

 

図 3：賃金・給与指数            図 4： 失業率  

  

（注）実質賃金は消費者物価上昇率を控除して算出    （注）季節調整済 

（資料）トルコ中央銀行データより国際通貨研究所作成       （資料）トルコ統計局データより国際通貨研究所作成  

 

総固定資本形成について内訳をみると、2022 年第 4四半期以降、建設、機械・設備と

もに回復してきており、足下 2023 年第 3 四半期は前年比でそれぞれプラス 8％、24％

となっている（図 5）。マイナスの実質金利による投資押し上げに加え、建設投資が足元

で増加基調となっている要因の一つには、2023 年 2 月にトルコ南東部で発生した地震1

の復興需要の本格化が考えられる。 

 

 

 
1 世界銀行での推計では、地震の物理的被害は 342 億ドルと推計（2021 年の GDP の 4％に相当） 

Earthquake Damage in Türkiye Estimated to Exceed $34 billion: World Bank Disaster Assessment Report 

https://www.worldbank.org/en/news/press-release/2023/02/27/earthquake-damage-in-turkiye-estimated-to-exceed-34-billion-world-bank-disaster-assessment-report
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図 5: 総固定資本形成の伸び率 

 

（資料）トルコ統計局データより国際通貨研究所作成 

 

2. 外需は主要貿易相手国の景気減速で停滞 

このように内需が好調に推移するなか、対外面では、経常収支の赤字幅は改善してい

るものの、そのペースは緩やかなものとなっている（図 6）。この 1 年の為替相場は、

2023 年 1月には 1 ドル＝18 リラ台であったが、2023 年 11月には 1 ドル=28 リラ台と、

約 40％リラ安が進んだ。トルコ統計局によると、2022 年のトルコ主要産業は製造業

（GDPの 22％）、卸売・小売業（同 14%）、輸送・保管業（同 10%）であり、輸出によ

る売上は、製造業が全体の 43％、卸売・小売業が同 38％を占めている。経常収支は、

観光業の回復を背景に、サービス収支は改善しているが、輸出は停滞し、財の貿易赤字

が続いている（図 7）。 

輸出停滞の要因としては、主要貿易相手国である欧州の影響が大きい。トルコの輸出

の 4割は EU27 か国が占めるが、欧州の景気が減速、中でも最大の輸出相手国であるド

イツは、IMFの世界経済見通しによれば、2023年はマイナス 0.5％の成長が見込まれて

いる。 
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図 6：経常収支の推移           図 7： 輸出入の推移 

  

（資料）トルコ統計局データより国際通貨研究所作成 （資料）貿易省、トルコ統計局データより国際通貨研究所作成  

 

また、BISのデータによれば、実質実効為替レートは、高いインフレ率を映じて名目

値ほどリラ安となっておらず（図 8）、現下のリラ安が輸出企業に必ずしも追い風とな

っていないことも要因として考えられる。 

輸入についても高止まりしている。トルコは燃料の約 9割を輸入に頼っているが、リ

ラ安が続く中、燃料コストが高い状態が続いている。また、中銀のレポートによれば、

輸入増加の要因として、消費財の輸入増加、高インフレ下でのヘッジを動機とした金の

輸入増加を挙げており、過剰な消費が経常収支に負の影響を及ぼしていると指摘してい

る。 

 

図 8: トルコリラの実効為替レート     図 9：対内直接投資の推移 

  

（資料）BISデータより国際通貨研究所作成       （資料）トルコ中央銀行データより国際通貨研究所作成 
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対内直接投資も今一つである。2023 年 10月までの対内直接投資（フロー）は、41億

2,900万ドルであり、2022 年の対内直接投資（69億 8,500万ドル）を下回るペースとな

っている（図 9）。トルコへの直接投資は、欧州のシェアが高く、2022 年は EU27 か国

からの投資が全体の 67%、スイスが 10％、英国が 6％であった。個別国でみると、2023

年 10月時点では、ドイツは前年の 6割、スイスは 1 割、英国は 4割のペースに留まり、

欧州の景気減速の影響が対内直接投資にも現れてきていることが伺える。 

 

3.  今後の留意点 

現状、トルコ経済は高インフレ・通貨安という状況下、金融引き締めの遅れに伴うマ

イナス金利を受けて民間消費を中心に内需が牽引している。加えて、高インフレにより

実質実効為替レートはさほど減価しておらず、外需の伸び悩みと、旺盛な消費を受けた

輸入増により、経常収支の改善が今後も持続するかは不透明な状況にある。2023年 6月

以降中銀が利上げに転じているが、さらなる利上げを行い、実質金利を引上げることに

より内需を抑制し、対外収支を改善していくとともに、より持続的な成長のためにマク

ロ経済環境を改善していくことが必要になってくるだろう。 

以上 
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